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概要

機能的な IT 組織にとって、今もトランザクションの効率化と簡略化が基盤であるとはい
え、IT に求められる役割は大きく変化しました。CIO の多くは、CEO から抜本的な構想の改
革に取り組むよう求められています。こうした状況に対処するには、IT 部門をチケットベー
スで受け身に対応するサービス センターから、ビジネスの現状に基づいて技術的な意思
決定を合理的に行える、オープンで機敏な顧客エンゲージメントの組織へと変容させる必
要があります。CIO は、IT にかけられる貴重な予算を、最も成果の出るところに割り当てな
ければなりません。このことをうまく成し遂げるために、IT のリーダーたちは、ビジネス主
導型ロードマップを実施する方向へ意識的に移行するようになっています。

現状

	― ほとんどの CIO は、自社のエンタープライズ ソフトウェアのロードマップをきちんと管理していると思ってはいるもの
の、ベンダーのロードマップを守らなければならないというプレッシャーを感じたり、ビジネスをサポートする戦略的な
見通しも特にない「クラウド ファースト」といった一般的な方法を採用している場合がある。

	― 多くの IT ロードマップは、ビジネス戦略をサポートするために開発されてはおらず、IT 目標をサポートするためにボト
ムアップで作成された技術重視のロードマップになっている。 

提案

	― エンタープライズ ソフトウェアイニシアティブのためのビジネス主導型アプローチを策定して、ビジネス戦略をサポー
トするテクノロジー ソリューションを展開するために、 IT の活用法に関する認識を関係者の間で一致させる。 

	― ビジネス主導型ロードマップを使用し、ビジネスの優先順位に合わせて、IT を最適化し、適切なテクノロジー ソリュー
ションを適切なタイミングで提供するキャパシティーを生み出す。このロードマップに従って運用コストと人員配置の最
適化に関する意思決定を行い、資金とリソースをイノベーションに振り向けられるようにする。 

	― ビジネス主導型ロードマップを使用して、イノベーションの優先順位を決定し、変化に対応してビジネスのスピードで
イノベーションを実現できるようにする。ベンダー提供のソリューションに限らず、ビジネス戦略をサポートするクラス
最高のソリューションを採用する。    

	― 企業の将来性を考慮し、ビジネスに柔軟に対応できる IT に仕立てる。ビジネスの改善に貢献しない、低品質で高コス
トのベンダーが規定するアップデートを排除し、その代わりにビジネスの成長と競争優位性を実現するイニシアティブ
を採用する。 

	― 複数の IT ロードマップ (機能、技術、クラウドなど) を使用し、ビジネスをサポートする IT 戦略をいくつかのレベルで具
体的に検証する。

	― 	ビジネス主導型ロードマップを実施した場合に生じることが予想されるサポート要件の変化を、サポート ロードマッ
プとしてまとめる。そうすることが、とりわけ一部のアナリストが世界的な IT リソース不足の深刻化を予測している現
状を鑑みると、スタッフを増員しスキル ギャップを埋める計画の立案に役立つ。  
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分析

今こそビジネスへの IT の活用法を変革すべき (CEO の新たな任務)

ビジネスでは、成長とイノベーションがますます重視されるようになっています。それに伴い、IT 部門に対して CEO が求
めることも、効率化と標準化から、ビジネス主導型の成果を出せるオープンで機敏な顧客エンゲージメントの高い組織と
なることへとシフトしています。このようなうねりをさらに複雑にしているのは、クラウド、ソーシャル、モバイル、アナリティ
クスといった新しいデジタル テクノロジーを、各ベンダーがより頻繁に導入するようになっていることです。そうしたテクノ
ロジーを導入することでビジネスのイノベーションになるのか否か—またどのように変革されるのか— を判断すること
が求められる機会が増えています。しかし、実際にイノベーションに投資するとなると、それは口で言うほど簡単なことで
はありません。 

多くの CIO は、将来のビジネスニーズに対応する備えとして、どのテクノロジーに投資すべきかわからないと感じていま
す。テクノロジーは絶え間なく変化するため、テクノロジーの進化に伴って、従来のコンポーネントを使い続けるか、それ
とも新しい製品のコンポーネントに入れ替えるか決定を迫られる場合があります。変更のコストはかさむ一方で、CIO の
多くが、デジタル面やその他の面でのイノベーションを実現するための追加予算を CEO から得られない状況にあります。  

ほとんどの CIO が IT ロードマップをきちんと管理していると思ってはいるものの、その多くがベンダーのロードマップを
守らなければならないというプレッシャーを感じたり、サポートがなくなることの不安を感じたりしています。また、特にビ
ジネスをサポートする戦略的な見通しもなく、「クラウド ファースト」といった一般的な方法の採用を強いられているよう
に感じる CIO もいます。こうしたアプローチは、ビジネスの変革や IT 部門の新たな使命に見合ったものではありません。
ベンダーの提案に沿って変更すると、IT 部門の予算とリソースのかなりの部分がそのために費やされてしまい、より価値
の高いビジネスや変革に回せなくなってしまいかねません。 

ビジネスの現状に対応するために、CIO はベンダー主導型とビジネス主導型という、2 つの相反する戦略のどちらかを選
択する必要があります。   

ビジネス主導型ロードマップとは

ビジネス主導型ロードマップとは、企業のビジネス戦略を達成可能にするテクノロジーイニシアティブを具体化した 3～
10 年周期の計画です。テクノロジーへの投資がビジネスの目標、優先順位、リソース、タイミングに沿っている場合に、そ
のロードマップはビジネス主導型であると言えます。ビジネスの成果を実現可能にするテクノロジーへの投資を示す主
な要点を押さえたロードマップも含まれます。  

企業のロードマップを道路のイメージで説明すると、ビジネス目標 (またはビジネス成果) はロードマップの目的地、そこ
にたどり着くために取る道筋が IT 戦略です。道中で立ち寄る中継地点が、個々のテクノロジーへの投資やプロジェクトと
いうことになります。迂回路があるかもしれません。 
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ビジネス主導型ロードマップとベンダー主導型ロードマップの主な違いとして、まずビジネス主導型ロードマップでは、
ビジネス要件とユーザーを中心に重要なロードマップの決定が行われ、その目的地はビジネス リーダーが決めます。た
とえば、ある投資によって企業のビジネス目標達成度がどれだけ向上するかがロードマップに示されていないのであれ
ば、ビジネスの目的地が明確でないため、そのロードマップはビジネス主導型ではありません。アプリケーションやテクノ
ロジーのロードマップも、ベンダーのロードマップと目標を軸に構築されているのであれば、ビジネス主導型であるとは
いえません。ベンダーの完全サポートを維持する目的でベンダーのアップグレードを適用する場合や、ベンダーのテクノ
ロジー ロードマップに従ってベンダーのクラウド ソリューションに移行する場合などが、ベンダー主導型イニシアティブ
の例です。図 1 は、ベンダー主導型ロードマップのアプローチとビジネス主導型ロードマップのアプローチの比較を示し
ています。.
エンタープライズ ソフトウェア ベンダーのアップデートがビジネス目標の達成に貢献するのであれば、ビジネス主導型
ロードマップを計画する際に、それも含めるようにします。ただし、ベンダーのアップデートによって、ビジネス主導型ロー
ドマップの道筋、優先順位、タイミングが規定されることがあってはなりません。

図 1.ベンダー主導型ロードマップとビジネス主導型ロードマップの比較

比較 ベンダー主導型ロードマップ ビジネス主導型ロードマップ

フォーカス ベンダーの利益 ビジネスの利益

投資 アップグレードと移行 イノベーションと差別化

機敏性 ベンダー ロックイン クラス最高 / ハイブリッド

柔軟性 厳格なサポート ポリシー 価値と ROI の最大化

コストモデル 90% 以上の利益率 最大 90% のコスト削減

サポート範囲 ベンダー コードのみ ベンダー コードとカスタム コード

サポートの提供 コール センター、マニュアルに
よるトレーニング 専門知識が豊富な専任のエンジニア

ビジネスへの.
影響 高コスト、低い ROI 低コスト、高い ROI
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1 つのサイズですべてに対応する「フリーサイズ」のようなロードマップなどはありませんし、IT 戦略の実践方法に関連す
るさまざまなアプリケーション層とテクノロジー層はロードマップの 1 つのビューだけでは表現しきれません。具体的に
新しいビジネス機能を実装する手順などの詳細情報を取得するために、より詳しく補足的なロードマップ (機能、技術、
クラウド、インフラストラクチャ、セキュリティ、スキルなど) が必要になる場合があります。同様に、ロードマップを使用し
て、クラウド レイヤーによるクラウド移行など、特定の戦略を実行に移す方法も示すことができます。ロードマップの各
ビューには、ビジネス目標に合わせるために必要な優先順位とタイミングが反映されている必要があります (図 2)。  

結論として、ビジネス主導型ロードマップでは、計画中のソリューションの提供と維持に必要なサポートのタイムラインを
総合的に把握できます。ビジネス主導型ロードマップを実施した場合に生じることが予想されるサポート要件の変化を
見える形にします。エンタープライズ ソフトウェアのスキルを持つエンジニアの退職が急増する一方で、新しいデジタル 
スキルに対する需要も急増しているため、リソース獲得の競争は激しさを増していくでしょう。ビジネス主導型ロードマッ
プは、サポート ロードマップを作成して、必要な人員の決定やスキルギャップを埋める計画を立案するのにとても役立ち
ます。

図 2.ビジネス主導型ロードマップのレイヤーの例 (完全なリストではない)

タイプ 利用対象者 説明

戦略的 経営幹部 基本的な方向性を定め、IT 投資の決定を指導する

可能性 ビジネスリーダー ビジネス目標をサポートするための新しいビジネス機能の優先順位、
タイミング、および手順を示す

機能 ビジネスおよび IT ビジネス目標を達成する機能を展開するためのベンダー固有のマッ
プ

技術 IT リーダー
ビジネスに対応し、外部に起因する変更に対応したり、アプリケーショ
ン環境を刷新するための、テクノロジーの種類別 (データベースなど) 
の投資

クラウド クラウド関係者 アプリケーションプラットフォームとポートフォリオの一部をクラウドに
移行する際の優先順位、タイミング、手順を示す

サポート IT リーダー 他のロードマップのためのサポート戦略とサポートのタイミングを示
す

デジタル ビジネスおよび IT ビジネス目標をサポートするための新しいビジネス機能の優先順位、
タイミング、および手順を示す

リスク ビジネスおよび IT 他のロードマップの目的地に到達したときのリスク レベルの変化を
示す

ライセンス
認証 ビジネスおよび IT 他のロードマップの目的地をサポートするために必要なライセンスの

変更を示す
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ビジネス主導型ロードマップを採用する理由

仮に何の変更もせずに組織を運営することができるなら、またそのような組織が変化しないままでいられるようにする
テクノロジーがあるのであれば、「変革の道のり」といったものは必要ありません。変更をサポートするためにテクノロ
ジーを導入する必要もほとんどありません。ロードマップを持たないことのリスクは最小限に抑えられることでしょう。
選択を下す必要に迫られるのは「現在地から目的地へたどり着く方法」を変える必要が生じたときのみです。IT でビジ
ネスを変革するために、適切な投資を適正なタイミングで行うには、どのような道筋をたどるべきか、考える必要があ
ります。IT 部門とビジネス部門の連携は非常に重要です。ビジネス構想に沿っておらず、実行にも移していない組織は、
短命に終わりがちです。ビジネス主導型ロードマップを使用することで、ビジネス目標と IT のテクノロジー計画の間の
ニーズ、ギャップ、ズレが明らかになります。 

こうしたデジタル化の工程により、それがどれほど重要であるかがはっきり分かります。「デジタル化」を決断したほとん
どの企業には、デジタル ソリューションをもったプラットフォームとして機能する、デジタル対応のテクノロジー インフラ
の導入が必要になります。とはいえ、今すぐデジタル プラットフォームを購入するわけにもいきません。IT 部門はビジネ
ス目標とタイムラインを念頭に置いて、ビジネスで必要となる前に、あらかじめタイムラインの早い段階でプラットフォー
ムを構築しておく必要があります。   

CIO は、ビジネスの変化のペースに後れを取ってはなりません。ビジネス主導型ロードマップに沿って物事を進めるな
ら、IT を最適化し、人員、時間、コストの面で変化に対応するためのキャパシティーも生み出すことができます。既存のエ
ンタープライズ ソフトウェア プラットフォームの多くには、イノベーションや迅速な変化に対応するスピードが欠けてい
ます。加えて、後に必要なテクノロジーの「乗り換え」を行うときには、貴重なリソースを消費するものです。ビジネス主導
型ロードマップに従うなら、IT 部門は俊敏性を得て、ベンダー ロックイン (ベンダーによる囲い込み) を排除することで
イノベーションを加速させることが可能となります。つまり、既存の安定し成熟したソフトウェア投資を基盤にして、短時
間でイノベーションを組み込むことができます。 

ビジネス主導型ロードマップに従うことのもう 1 つの主な利点は、IT 部門がより柔軟に作業できることです。ビジネス
目標は、ベンダーが定めるタイミングではなく、企業自身の条件とタイミングで達成可能になります。ベンダーの規定に
沿った変更から解放されることで、IT 部門はエンタープライズ ソフトウェア環境の刷新に集中できるようになり、将来に
備えた継続的な変更に耐え得る環境にすることができます。 

最後の利点として、ロードマップの期間中の運用とサポートのニーズに重点を置いている点が挙げられます。そうするこ
とで、エンタープライズ ソフトウェア ポートフォリオを管理およびサポートするアプローチを統一できます。.
これら 3 つの利点をさらに詳しく見ていきましょう。

最適化してキャパシティーを生み出す: ビジネス主導型ロードマップにより、会社の「イノベーション キャパシティー」が
可視化され、リソースと人員の計画が容易になるので、適切なスキルを適切な量で提供できるようになります。 多くの 
CIO にはイノベーションを実施する任務がありますが、そのほとんどがキャパシティーの制約という問題を抱えており、
予算とスタッフを新たに獲得してイノベーションを実現できているのは、少数の恵まれた CIO だけです。多くが、ベン
ダーのポリシーや製品ロードマップを守らなければならないというプレッシャーも抱えています。ビジネス主導型ロード
マップに従うことで、期待されるビジネス成果の達成の助けにならない、高コスト / 低品質 / リソース集約型の構想 (一
部のベンダーのアップグレードなど) は否応なく排除されます。ベンダー主導型ロードマップからの脱却を決断した CIO 
は、イノベーションのためのキャパシティーを生み出すことができます。  

イノベーションを推進する: そのようにして生み出された新たなキャパシティーを、ビジネスの優先順位に見合った適切
なテクノロジー ソリューションを適切なタイミングで提供するために割り当てることができます。 ビジネス主導型ロー
ドマップに従うことで、ベンダー提供のソリューションに限定されず、ビジネス戦略をサポートするクラス最高のソリュー
ションを採用することも可能になります。その結果、変化に対応してビジネスのスピードでイノベーションを実現できる
ようになり、IT の敏捷性が増して、イノベーションは加速します。また、ビジネス主導型ロードマップでは、時間の経過に
伴うサポート要件の変化も可視化することができます。これにより、前もって計画を立て、遅延を回避しつつ、人員を補充
したり、ロードマップ上の構想を実行およびサポートするために必要なスキルのギャップを埋めることもできます。  
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企業の将来性を考慮する: 企業内の他のグループにも増して、IT チームには変化が付きものですが、イノベーションのスピード
が上がるにつれて、それに後れをとってはならないというプレッシャーを感じるようになっています。CIO は、ますますユーザー
中心で相互接続型になってきたアプリケーションについて、動的なポートフォリオの調整を図る必要に迫られています。ビジネ
ス主導型ロードマップに従えば、IT 部門はビジネス目標の達成に寄与しないアップグレードや移行をプレッシャーに感じるこ
となく、現行の安定し成熟した資産の価値と寿命を最大限に活かすことができます。そうすることで、最新化に関する判断を下
したり、継続的な変化に対応し、将来的に最高のソリューションと戦略に適応することを見据えた柔軟なテクノロジー基盤を
構築したりできるようにもなります。企業のソフトウェア エコシステムの将来性を考慮することにより、ビジネスに柔軟に対応
できる IT 部門を実現できます。

ビジネス主導型ロードマップの属性

優れたビジネス主導型ロードマップがあれば、ビジネスの目標と優先順位をサポートしながら企業のテクノロジーの道のりを
計画できます。それはシンプルであるべきですが、IT の取り組みの手順、優先順位、およびタイミングがしっかりと示され、企業
の特定の目標に沿ったものでなければなりません。CIO が、企業を前進させるビジネスに必要な柔軟性、俊敏性、成長、および
変革を達成するには、以下を実行するロードマップが必要です。

属性 説明

連携と.
コミュニケーション 基本的な方向性を定め、IT 投資の決定を導く

協調的である ビジネス目標をサポートするための新しいビジネス機能の優先順位、タイミング、
および手順を示す

投資の優先順位付け ビジネス目標を達成する機能を展開するためのベンダー固有のマップ

シンプルかつ.
明確である

ビジネスに必要なテクノロジーの種類別に (データベースなど) 投資を識別して、
外部に起因する変更に対応したり、インフラストラクチャを刷新したりする

価値を最大化する アプリケーションプラットフォームとポートフォリオの一部をクラウドに移行する際の
優先順位、タイミング、手順を示す

キャパシティーを.
可視化する ロードマップ実行のために必要なサポートのタイムラインを示す

影響力がある ビジネス目標をサポートするための新しいビジネス機能の優先順位、タイミング、
および手順を示す

ベンダー ロックインを
排除する 他のロードマップの目的地に到達したときのリスク レベルの変化を示す

IT 部門に主導権を.
取り戻す

他のロードマップの目的地をサポートするために必要なライセンスの変更を示す

コスト効果が高い 非効率的なプロセスおよび解約への浪費をなくす

目的に見合っている 最高の選択肢を考慮し、既存のベンダー ソリューションにとらわれない
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リサーチペーパー

ビジネス主導型ロードマップを作成する際の 10 のポイント  

ビジネス主導型ロードマップを作成する際によくある間違いは、多くを詰め込みすぎることですが、ロードマップをボトムアップ
方式で作成するという過ちも犯しがちです。そうではなく、目的地としてのビジネス目標からスタートして、そこに到達できる詳
細なルートをたどっていく必要があります。ロードマップは、エンタープライズ アーキテクチャー (EA) 計画の一環であるべきで
す。ガートナーの James McGovern 氏が『Classify Roadmap Styles to Guide Roadmap Development  』の中で述べていると
おり、「組織の戦略に結び付けずに、実行可能なロードマップを作り出すことに集中する EA チームは、貴重なインサイトや長期
的なメリットを提供することに失敗します」1  

次に挙げる教訓は、効果の高いロードマップを作成するために役立ちます。

ベンダー主導型アプリケーション ロードマップからの脱却と、ビジネス主導型の IT 投資計画への移行を実現する方法につい
て詳しくは、『ホワイトペーパー： ビジネス主導型ロードマップで成果を上げていますか』2をご覧ください。この研究レポート
では、組織が、テクノロジー主導型ロードマップから解放される必要性を示す兆候を明らかにしています。また、ビジネス主導
型ロードマップを、会社に革新的な成果をもたらす具体的な目的地に結び付ける方法について取り上げています。さらに、ベ
ンダーのアップデートを活用しながらも、自社のロードマップの道筋、優先順位、タイミングがベンダーによって規定されない
ようにする方法についても説明しています。

1Gartner, Inc."Classify Roadmap Styles to Guide Roadmap Development."2018 年 6 月 1 日。
2https://www.riministreet.com/jp/delivering-on-bdr

– Keep it simple and high-level. Look for ways to consolidate individual projects into  
 initiatives aimed at common business capability.
– Make sure that each item on the roadmap can be tied to one or more business goals/
 objectives. Involve the business and other stakeholders in creating and updating 
 the roadmap.

– Consider external influences and business/technology disruptors, but don’t let them  
 take control of mapping. For example, don’t put vendor-dictated changes on a   
 functional roadmap unless they are needed to support the business.
–  Review and update the roadmap(s) regularly and as business or technology changes  
 happen. This makes the roadmap a living document.

– Use a roadmapping tool to make development and maintenance easier and provide  
  cohesiveness across related maps.
–  Use the roadmap to communicate “the plan," help stakeholders understanding the  
  questions being answered by the roadmap, and gain buy-in for the journey.

– Establish a standard framework for the roadmap and use it to support roadmaps that 
 cover individual layers of detail.
– Determine the audience, scope and planning timeline to be covered. Use this as a test 
 for what should be included.

– Keep out-of-scope items off the roadmap by establishing the type of roadmap being  
 developed. For example, don’t mix strategic initiatives with operational or tactical  
 items. Don’t put infrastructure changes on a support roadmap.
– Plan your IT roadmap from the top down. Business goals, objectives and desired outcomes  
 should be the common threads through detailed layers of supporting roadmaps.
 

Align

Build layers

Rationalize

Implement

Plan

連携

計画

レイヤーの構築

合理化

実装

– �シンプルで、大まかなものにする。個々のプロジェクトを統合して、共通のビジネス可能性を目指した
取り組みにする方法を探ります。
– �ロードマップの各項目を必ず 1 つ以上のビジネス目的/目標と結び付ける。�ロードマップを作成およ
び更新する際に、ビジネスおよびその他の関係者に関与してもらいます。�

– �ロードマップの標準フレームワークを確立し、それに基づいて個々のレイヤーを対象にしたロード
マップを作成する。�
– �対象とするべき相手、範囲、計画のタイムラインを決定する。これを、何を含めるべきかの分析に使
用します。�

– �開発中のロードマップの種類を確立することにより、範囲外の項目をロードマップから除外する。た
とえば、戦略的な構想を、運用上の項目や戦術的な項目と混同しないようにします。インフラストラク
チャの変更をサポート ロードマップ上に置かないようにします。
– �IT ロードマップをトップダウン方式で計画する。ビジネスの目的や目標、期待される成果を、サポート
しているロードマップの各レイヤーを貫く共通のテーマに据える必要があります。

– �外的な要因やビジネス/テクノロジー上の妨害要素を考慮に入れるが、マッピングがそれらに支配さ
れることがないようにする。たとえば、ベンダーの規定に沿った変更は、ビジネスをサポートするため
に必要でない限りは、機能ロードマップ上に配置しません。
– �ロードマップは、定期的に、またはビジネスやテクノロジーに変化が生じるたび検討し、更新する。こう
することで、ロードマップが有効なドキュメントになります。

– �ロードマップ作成用のツールを使用することで開発とメンテナンスを容易にし、関連するマップ間の
整合性を高める。
– �ロードマップを使用して「計画」を伝達することにより、ロードマップによって回答を得られる質問を、
関係者が理解するのに役立ち、ロードマップの工程を承認してもらえる。

 https://www.riministreet.com/delivering-on-bdr
https://www.riministreet.com/jp/delivering-on-bdr
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リサーチペーパー：

企業が Oracle との関係とク
ラウド戦略を再考する理由

Oracle ユーザーがベンダー ロックインから抜け
出し、主導的な IT ロードマップを選択しはじめて
いると、調査で明らかになっています。

2025 年の SAP S/4HANA に対する
意思決定をする際に自社のビジネ
スのために考慮すべき 4 つの重要
なポイント
SAP ユーザーにとってリミニストリートが将来に向け
た賢明な選択である理由
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